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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (千円) 1,932,4892,175,4882,432,8373,811,7624,306,193

経常利益 (千円) 92,080 154,982137,681167,428205,784

中間(当期)純利益 (千円) 50,776 79,254 75,437 74,181 101,546

持分法を適用した場合
の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 616,808628,019628,019628,019628,019

発行済株式総数 (株) 12,247 12,449 12,449 12,449 12,449

純資産額 (千円) 1,164,2941,264,4781,331,0851,210,1221,286,770

総資産額 (千円) 2,095,9702,198,4782,306,0502,108,2612,218,548

１株当たり純資産額 (円) 95,067.77101,572.73106,923.0997,206.39103,363.36

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 4,294.856,366.356,059.736,136.148,156.98

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) 4,243.106,345.046,055.406,024.938,136.78

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 2,000 2,500

自己資本比率 (％) 55.5 57.5 57.7 57.4 58.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 130,369240,458143,821275,949362,910

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △73,158△55,112△75,048△120,828△129,035

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 156,070△130,179△137,262 48,806△229,534

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 327,005372,818253,503317,652321,992

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
101
(243)

112
(259)

130
(299)

100
(242)

118
(260)

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年８月31日現在　

従業員数（名）   130
（ 299)

(注)１　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員（１ヵ月174時間換算）であります。

３　当中間会計期間に従業員数が12名、平均臨時雇用者数が39名それぞれ増加しておりますが、これは主に店舗数増加

に関連して新規採用したことによるものであります。

　

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、従業員を委員長とする「福利厚生委員会」の活動等を通じ、労使

一体となって働きやすい職場環境づくりに取り組んでおり、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間における日本経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱、原

油・穀物等の高騰に伴う物価上昇、相次ぐ食品偽装による消費者の食に対する不信感の高まりなど厳し

い状況の中で推移しました。

外食産業におきましては、原材料・原油・人件費の高騰など利益圧迫要因が多い中、価格政策の二極

化が進み、各社とも厳しい経営環境が続きました。また、当社が属するパブ・居酒屋部門におきまして

も、既存店の売上・客数が引き続き前年を下回り、さらに店舗数も減少する傾向が続いております。

このような状況のもと、当社は当事業年度のスローガン「さらに新鮮・トコトン新鮮・・・新鮮組宣

言」をキーワードとし、お客様満足度の更なる向上に向けた「キャッシュ・オン・デリバリーシステ

ム」の再構築やＪリーグ４チームとの新規タイアップ、メニュー価格の原則据え置きなど、新規顧客開

拓・リピーター確保に取り組んでまいりました。また、総労働時間の短縮や夏季連続休暇制度の拡充、さ

らに社員に準じる新雇用区分の導入など労務環境の改善に努めてまいりました。その結果、既存店につ

きましては、売上高前年比104.6％、客数前年比107.7％と好調に推移しました。尚、売上高は20ヵ月連続、

客数は29ヵ月連続（サッカーワールドカップ特需の反動があった2007年６月を除く）で前年を上回っ

て推移しております。

店舗につきましてはＨＵＢ業態３店舗（北千住・名古屋伏見・梅田茶屋町）、82ALEHOUSE業態１店舗

（AKIBA TOLIM）を新規出店し、当中間会計期間末日現在における店舗数は49店舗となりました。 

これらの結果、当中間会計期間の業績は当初計画を上回り、売上高2,432百万円（前年同期比11.8％

増）、経常利益137百万円（前年同期比11.2％減）、中間純利益75百万円（前年同期比4.8％減）となり

ました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末（321百万

円）より68百万円減少し、253百万円となりました。それぞれの詳細は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間の営業活動の結果増加した資金は、143百万円（前中間会計期間は240百万円の増加）

となりました。

主な要因は、税引前中間純利益が135百万円、減価償却費が80百万円、仕入債務の増加が38百万円と

なった一方で、法人税等の支払額が50百万円、未払金の減少が47百万円あったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間の投資活動の結果減少した資金は、75百万円（前中間会計期間は55百万円の減少）と

なりました。

主な要因は、新規出店に伴う差入保証金の支出が47百万円、有形固定資産の取得による支出が14百万

円、長期前払費用の支出が18百万円あったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間の財務活動の結果減少した資金は、137百万円（前中間会計期間は130百万円の減少）

となりました。

これは、長期借入金の返済による支出が34百万円、割賦債務の返済による支出が72百万円及び配当金

の支払額が31百万円あったことによるものです。
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２ 【仕入及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は生産活動を行っていないため、該当事項はありません。

　

(2) 食材等仕入実績

当中間会計期間における食材等の品目別仕入実績は、次のとおりであります。

　

品目 仕入高 前年同期比

アルコール類 431,119千円 116.1％

食材その他 287,507千円 116.2％

合計 718,627千円 116.1％

(注) １　上記の金額は、仕入価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当社は一般顧客に直接販売する飲食業を営んでおりますので、受注状況は記載しておりません。

　

(4) 販売実績

当中間会計期間における地域別販売実績は、次のとおりであります。

なお、当社は一般顧客に直接販売する飲食業を営んでおりますので、特定の販売先はありません。

　

地域 店舗数 飲食売上(直営店) 前年同期比 構成比

関　東

東京都 35店

2,087,809千円 111.3％ 85.8％
神奈川県 2店

千葉県 2店

埼玉県 2店

中　部

関　西

愛知県 2店

345,027千円 115.0％ 14.2％
京都府 2店

大阪府 3店

兵庫県 1店

合計 49店 2,432,837千円 111.8％ 100.0％

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２　上記の店舗数は平成20年８月31日現在で表示しております。
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３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、以下の設備を取得しております。

　

事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

（人）建物
工具器具

及び備品
合計

北千住店

（東京都足立区）
店舗設備 35,387 2,813 38,200 2

AKIBA TOLIM82ALEHOUSE

（東京都千代田区）
店舗設備 17,988 777 18,765 1

名古屋伏見店

（愛知県名古屋市中区）
店舗設備 27,530 2,726 30,257 2

梅田茶屋町店

（大阪府大阪市北区）
店舗設備 34,557 3,837 38,395 2

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記の従業員数には、臨時従業員は含まれておりません。

３　上記の帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

４　現在休止中の主要な設備はありません。

　

なお、当中間会計期間において、重要な設備の除却及び売却等はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は次のとおりであります。

　

事業所名

（所在地）

設備の

内容

投資予定額

資金調達の方法 着手年月
完成予定

年月

完成後の

増加客席

数　(席)
総投資額

(千円)

既支払額

(千円)

心斎橋店

(大阪府大阪市中央区)
店舗設備 29,88110,500

自己資金・
リース・割賦

平成20年 

9月

平成20年

10月
80

慶應日吉店
(神奈川県横浜市港北区)

店舗設備 77,0005,000
自己資金・
リース・割賦

平成20年 

9月

平成20年 

10月
144

町田店
(東京都町田市)

店舗設備 57,000 －
自己資金・
リース・割賦

平成20年 

9月

平成20年 

11月
96

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記の金額には、店舗賃借に係る差入保証金が含まれております。

　

(2) 重要な設備の除却等

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,200

計 39,200

　

② 【発行済株式】
　

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
(平成20年８月31日)

提出日現在
発行数（株）

(平成20年11月19日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,449 12,449
大阪証券取引所
(ニッポン・ニュー・マー
ケット－「ヘラクレス」)

―

計 12,449 12,449 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに第280条ノ27の規定に基づき発行した新株予約権は、次のと

おりであります。
　

①平成15年５月29日定時株主総会にて決議された第１回新株予約権の状況

中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数 69個 69個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
(注)２、３、４

69株 69株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり111,000円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年４月３日
至　平成25年５月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　111,000円
資本組入額　 55,500円

同左

新株予約権の行使の条件 　(注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
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(注) １　新株予約権の行使条件は次のとおりであります。

①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役又は監査役若しくは従業員の地位を保

有していることとする。ただし、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

②　新株予約権の質入れ、担保権の設定及び相続は認めないものとする。

③　その他の条件については、平成15年５月29日開催の当社定時株主総会及び平成15年８月13日開催の当社取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定め

るところによる。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

３　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で新株を発行するとき（新株予約権の行使により新株を発行する場合を除く。）は、

次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１

株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い、本件

新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金

額の調整を行う。

４　新株予約権の消却の事由及び条件は次のとおりであります。

①　本件新株予約権は、新株予約権の割当を受けた者が上記新株予約権の行使の条件に定める規定により、新株

予約権の行使の条件に該当しなくなった場合にその新株予約権を消却することができる。この場合、当該新

株予約権は無償で消却することができる。

②　当社が吸収合併による消滅、並びに株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の

株主総会で決議した場合、当該効力発生日以前に、残存する本新株予約権の全部を無償で消却することがで

きる。

③　当社はいつでも新株予約権を取得し、これを無償で消却することができる。

５　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により割当対象でなくなった新株予約権の数

及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。
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②平成17年５月24日定時株主総会にて決議された第３回新株予約権の状況

中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年10月31日)

新株予約権の数 88個 88個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
(注)２、３、４

88株 88株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり111,000円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年５月25日
至　平成27年５月24日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　111,000円
資本組入額　 55,500円

同左

新株予約権の行使の条件 　(注)１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権の行使条件は次のとおりであります。

①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役又は監査役若しくは従業員の地位を保

有していることとする。ただし、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

②　新株予約権の質入れ、担保権の設定及び相続は認めないものとする。

③　その他の条件については、平成17年５月24日開催の当社定時株主総会及び平成17年５月24日開催の当社取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定め

るところによる。

　
２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

３　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株を発行するとき（新株予約権の行使により新株を発行する場合を除く。）は、

次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　
上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１

株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い、本件

新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金

額の調整を行う。
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４　新株予約権の消却の事由及び条件は次のとおりであります。

①　本件新株予約権は、新株予約権の割当を受けた者が上記新株予約権の行使の条件に定める規定により、新株

予約権の行使の条件に該当しなくなった場合にその新株予約権を消却することができる。この場合、当該新

株予約権は無償で消却することができる。

②　当社が吸収合併による消滅、並びに株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の

株主総会で決議した場合、当該効力発生日以前に、残存する本新株予約権の全部を無償で消却することがで

きる。

③　当社はいつでも新株予約権を取得し、これを無償で消却することができる。

５　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、権利放棄により割当対象でなくなった新株予約権の

数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年３月１日～
平成20年８月31日

― 12,449 ― 628,019 ― 191,619

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社加ト吉 香川県観音寺市坂本町５-18-37 3,610 29.00

２１ＬＡＤＹ株式会社
東京都千代田区二番町５-５
番町フィフスビル５Ｆ

2,045 16.43

株式会社村さ来本社
東京都中央区築地６-４-10
カトキチ築地ビル７Ｆ

1,720 13.82

金鹿　研一 埼玉県春日部市 267 2.14

ハブ社員持株会
東京都中央区築地６-４-10
　カトキチ築地ビル８Ｆ

162 1.30

太田　剛 東京都台東区 127 1.02

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２-４-６ 111 0.89

武井　信達 神奈川県横浜市港北区 107 0.86

宮路　和生 埼玉県さいたま市浦和区 102 0.82

福原　隆仁 大阪府寝屋川市 100 0.80

計 ― 8,351 67.08
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  　12,449 12,449 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 12,449 ― ―

総株主の議決権 ― 12,449 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２株（議決権２個）含まれてお

ります。

　

② 【自己株式等】

平成20年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

（単位：円）

月　別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最　高 118,000 119,000 142,000 145,000 140,000 119,500

最　低 96,400 103,000 113,000 123,000 114,000 110,000

(注)　株価は、大阪証券取引所(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」)におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間(平成19年３月１日から平成

19年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の中間財務諸表に

ついて、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

　

３　中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　　　　　　　

前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 372,818 253,503 321,992

　２　売掛金 9,329 9,570 9,077

　３　原材料 25,150 33,314 26,488

　４　貯蔵品 5,957 10,822 12,554

　５　前払費用 63,101 71,566 54,941

　６　繰延税金資産 42,840 43,261 42,739

　７　未収入金 24,455 50,971 36,648

　８　その他 19,099 23,253 20,855

　　　流動資産合計 562,75225.6 496,26321.5 525,29823.7

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物 677,410 785,272 712,531

　　(2) 工具器具及び備品 57,993 51,579 55,032

　　(3) 建設仮勘定 － 1,954 3,418

　　　有形固定資産合計 735,40333.4 838,80636.4 770,98334.7

　２　無形固定資産 13,0870.6 10,6540.5 12,5150.6

　３　投資その他の資産

　　(1) 出資金 50 50 50

　　(2) 長期前払費用 45,051 49,071 40,979

　　(3) 繰延税金資産 29,075 33,854 32,398

　　(4) 差入保証金 813,057 877,350 836,323

　　　投資その他の
　　　資産合計

887,23340.4 960,32641.6 909,75141.0

　　　固定資産合計 1,635,72574.4 1,809,78778.5 1,693,24976.3

　　　資産合計 2,198,478100.0 2,306,050100.0 2,218,548100.0
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前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 107,768 138,642 99,846

　２　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

68,000 42,000 58,000

　３　未払金 ※２ 215,947 235,403 267,872

　４　未払費用 96,506 131,969 113,116

　５　未払法人税等 76,000 70,500 58,500

　６　前受金 475 400 1,030

　７　預り金 7,261 6,789 6,339

　８　前受収益 5,250 － 3,150

　９　賞与引当金 62,128 63,300 62,475

　　　流動負債合計 639,33729.1 689,00429.9 670,33130.2

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 63,000 21,000 39,000

　２　長期未払金 231,662 264,960 222,446

　　　固定負債合計 294,66213.4 285,96012.4 261,44611.8

　　　負債合計 933,99942.5 974,96542.3 931,77742.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 628,01928.6 628,01927.2 628,01928.3

　２　資本剰余金

　　　　資本準備金 191,619 191,619 191,619

　　　資本剰余金合計 191,6198.7 191,6198.3 191,6198.6

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 8,162 8,162 8,162

　　(2) その他利益剰余金

        繰越利益剰余金 436,677 503,284 458,969

　　　利益剰余金合計 444,83920.2 511,44622.2 467,13121.1

　　　株主資本合計 1,264,47857.5 1,331,08557.7 1,286,77058.0

　　　純資産合計 1,264,47857.5 1,331,08557.7 1,286,77058.0

　　　負債純資産合計 2,198,478100.0 2,306,050100.0 2,218,548100.0
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② 【中間損益計算書】

　　　　　　

前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
(％)

金額（千円）
百分比
(％)

金額（千円）
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 2,175,488100.0 2,432,837100.0 4,306,193100.0

Ⅱ　売上原価 593,30927.3 687,16428.2 1,176,57827.3

　　　売上総利益 1,582,17972.7 1,745,67371.8 3,129,61572.7

Ⅲ　その他の営業収入 6,8810.3 6,7330.2 13,0000.3

　　　営業総利益 1,589,06073.0 1,752,40772.0 3,142,61673.0

Ⅳ　販売費及び一般管理費 1,436,35366.0 1,623,77466.7 2,950,83568.5

　　　営業利益 152,7067.0 128,6325.3 191,7804.5

Ⅴ　営業外収益 ※１ 4,5410.2 12,0570.5 17,6340.4

Ⅵ　営業外費用 ※２ 2,2650.1 3,0080.1 3,6300.1

　　　経常利益 154,9827.1 137,6815.7 205,7844.8

Ⅶ　特別損失 ※３ 15,1070.7 1,7750.1 26,4180.6

　　　税引前中間
　　　(当期)純利益

139,8756.4 135,9055.6 179,3664.2

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

67,766 62,446 88,187

　　　法人税等調整額 △7,145 60,6202.8 △1,978 60,4682.5 △10,36777,8191.8

　　　中間(当期)純利益 79,2543.6 75,4373.1 101,5462.4
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

資本金 資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計

株主資本

合計

純資産

合計繰越

利益剰余金

平成19年２月28日残高（千円） 628,019191,619191,6198,162382,321390,4831,210,1221,210,122

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ △24,898△24,898△24,898△24,898

　中間純利益 ─ ─ ─ ─ 79,25479,25479,25479,254

中間会計期間中の変動額合計
                    （千円）

─ ─ ─ ─ 54,35654,35654,35654,356

平成19年８月31日残高（千円） 628,019191,619191,6198,162436,677444,8391,264,4781,264,478

　

当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

資本金 資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計

株主資本

合計

純資産

合計繰越

利益剰余金

平成20年２月29日残高（千円） 628,019191,619191,6198,162458,969467,1311,286,7701,286,770

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― ― △31,122△31,122△31,122△31,122

　中間純利益 ― ― ― ― 75,43775,43775,43775,437

中間会計期間中の変動額合計
                    （千円）

― ― ― ― 44,31544,31544,31544,315

平成20年８月31日残高（千円） 628,019191,619191,6198,162503,284511,4461,331,0851,331,085

　

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

資本金 資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他 

利益剰余金 利益剰余金

合計

株主資本

合計

純資産

合計繰越 

利益剰余金

平成19年２月28日残高（千円） 628,019191,619191,6198,162382,321390,4831,210,1221,210,122

当事業年度の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― ― △24,898△24,898△24,898△24,898

　当期純利益 ― ― ― ― 101,546101,546101,546101,546

当事業年度の変動額合計
                    （千円）

― ― ― ― 76,64876,64876,64876,648

平成20年２月29日残高（千円） 628,019191,619191,6198,162458,969467,1311,286,7701,286,770
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

　
前中間会計期間

(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成20年３月１日
至 平成20年８月31日)

前事業年度
(自 平成19年３月１日
至 平成20年２月29日)

区　　分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

　　 税引前中間(当期)純利益 139,875 135,905 179,366

　　 減価償却費 73,273 80,656 153,696

　　 賞与引当金の増減額(減少：△) 12,100 825 12,447

　　 受取利息 △404 △359 △834

　　 支払利息 1,479 768 2,549

　　 固定資産除却損 15,107 1,775 26,418

　　 売上債権の増減額(増加：△) 584 △492 835

　　 たな卸資産の増減額(増加：△) △5,027 △5,092 △12,963

　　 仕入債務の増減額(減少：△) 22,420 38,796 14,498

　　 未払金の増減額（減少：△） ― △47,318 45,354

　　 その他 27,887 △10,589 27,301

　　　　小計 287,296 194,875 448,670

　　 利息の受取額 404 359 834

　　 利息の支払額 △1,467 △747 △2,535

　　 法人税等の支払額 △45,774 △50,664 △84,059

　 営業活動によるキャッシュ・フロー 240,458 143,821 362,910

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　 有形固定資産の取得による支出 △14,942 △14,290 △51,523

　　 無形固定資産の取得による支出 △2,152 △1,115 △8,807

　　 差入保証金の返還による収入 3,444 6,300 7,566

　　 差入保証金の支出 △29,015 △47,498 △56,403

　　 長期前払費用の支出 △12,446 △18,444 △19,866

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △55,112 △75,048 △129,035

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 長期借入金の返済による支出 △34,000 △34,000 △68,000

　　 割賦債務の返済による支出 △71,281 △72,140 △136,636

　　 配当金の支払額 △24,898 △31,122 △24,898

　 財務活動によるキャッシュ・フロー △130,179 △137,262 △229,534

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 55,166 △68,489 4,340

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 317,652 321,992 317,652

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 372,818 253,503 321,992

　

EDINET提出書類

株式会社ハブ(E03473)

半期報告書

18/34



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1)デリバティブ

時価法

(1)デリバティブ 

　　　同左

(1)デリバティブ 

　　　同左

(2)たな卸資産

①　原材料

最終仕入原価法に

よる原価法

(2)たな卸資産
①　原材料

同左

(2)たな卸資産
①　原材料

同左

②　貯蔵品

最終仕入原価法に

よる原価法

②　貯蔵品

同左

②　貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

①　建物(建物附属設備

を除く)

　　イ.平成19年３月31日以

前に取得したもの

法人税法に規定す

る旧定額法

　　ロ.平成19年４月１日以

降に取得したもの

法人税法に規定す

る定額法

(1) 有形固定資産

　　①　建物(建物附属設備を

除く)

同左

(1) 有形固定資産

　　①　建物(建物附属設備を

除く)

　　　　　同左

    

 

 

　　② その他の有形固定資

産

　　イ.平成19年３月31日以

前に取得したもの

法人税法に規定す

る旧定率法

    ロ.平成19年４月１日

以降に取得したも

の 

法人税法に規定す

る定率法
　　 主な耐用年数

建物 ７年～15年

工具器具
及び備品

３年～６年

 

　　② その他の有形固定資

産

同左

    ② その他の有形固定

資産
同左

（会計方針の変更）
　当中間会計期間より、法人
税法の改正（（所得税法等
の一部を改正する法律　平
成19年３月30日　法律第６
号）及び（法人税法施行令
の一部を改正する政令　平
成19年３月30日　政令第83
号））に伴い、平成19年４
月１日以降に取得したもの
については、改正後の法人
税法に基づく方法に変更し
ております。 
　これによる損益に与える
影響は軽微であります。 
 

（追加情報）
　当中間会計期間より、法人
税法の改正（（所得税法等
の一部を改正する法律　平
成19年３月30日　法律第６
号）及び（法人税法施行令
の一部を改正する政令　平
成19年３月30日　政令第83
号））に伴い、平成19年３
月31日以前に取得したもの
については、償却可能限度
額まで償却が終了した翌年
から５年間で均等償却する
方法によっております。 
　これによる損益に与える
影響は軽微であります。 

（会計方針の変更）
　当事業年度より、法人税法
の改正（（所得税法等の一
部を改正する法律　平成19
年３月30日　法律第６号）
及び（法人税法施行令の一
部を改正する政令　平成19
年３月30日 　政令第83
号））に伴い、平成19年４
月１日以降に取得したもの
については、改正後の法人
税法に基づく方法に変更し
ております。 
　これによる損益に与える
影響は軽微であります。 
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(2) 無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

(５年)に基づいておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法

　なお、償却期間について

は、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっ

ております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３　引当金の計上基準 賞与引当金

　従業員賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額の

当中間会計期間負担額を計

上しております。

賞与引当金

同左

賞与引当金

　従業員賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額の

当事業年度負担額を計上し

ております。

４　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、金利ス

ワップ取引については特

例処理の要件を満たして

いるため、特例処理に

よっております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段

…金利スワップ

ヘッジ対象

…借入金利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利

スワップ取引を行ってお

ります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

　金利スワップ取引につ

いては特例処理の要件を

満たしているため、有効

性の評価を省略しており

ます。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

６　中間キャッシュ・

フ ロ ー 計 算 書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。

同左 同左

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

　

（表示方法の変更）

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

 

――――――――――

（中間キャッシュ・フロー計算書）

前中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含めていた「未払金の増減額」

(前中間会計期間21,691千円)は、重要性が増加したため、

当中間会計期間より区分掲記しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

642,076千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

733,283千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

665,221千円

　　　　なお、減価償却累計額には、減損

損失累計額が含まれておりま

す。

　　　　なお、減価償却累計額には、減損

損失累計額が含まれておりま

す。

　　　　なお、減価償却累計額には、減損

損失累計額が含まれておりま

す。

※２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の未払金に含めて表示してお

ります。

※２　消費税等の取扱い

同左

※２　消費税等の取扱い

 

―――――

　

(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

――――― ※１　営業外収益の主要項目

営業補償金 11,250千円

※１　営業外収益の主要項目

営業補償金 15,473千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 1,479千円

社宅解約 

手数料
777千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 768千円

社宅解約 

手数料
753千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 2,549千円

社宅解約 

手数料
985千円

※３　特別損失の主要項目

固定資産除却損15,107千円

※３　特別損失の主要項目

固定資産除却損 1,775千円

※３　特別損失の主要項目

固定資産除却損26,418千円

　４　減価償却実施額

有形固定資産 62,981千円

無形固定資産 1,382千円

　４　減価償却実施額

有形固定資産 69,107千円

無形固定資産 1,895千円

　４　減価償却実施額

有形固定資産 132,137千円

無形固定資産 3,309千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 12,449株 ― 株 ― 株 12,449株

　
　
２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年５月24日
定時株主総会

普通株式 24,898千円 2,000円平成19年２月28日 平成19年５月25日

（注）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるものはありません。

　

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 12,449株 ― 株 ― 株 12,449株

　
　

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成20年５月27日
定時株主総会

普通株式 31,122千円 2,500円平成20年２月29日 平成20年５月28日

（注）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるものはありません。

　

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 12,449株 ― 株 ― 株 12,449株

　

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年５月24日
定時株主総会

普通株式 24,898千円 2,000円平成19年２月28日 平成19年５月25日

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年５月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 31,122千円 2,500円平成20年２月29日平成20年５月28日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係

現金及び預金 372,818千円

現金及び 
現金同等物

372,818千円

 

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係

現金及び預金 253,503千円

現金及び
現金同等物

253,503千円

 

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 321,992千円

現金及び
現金同等物

321,992千円

 

　

EDINET提出書類

株式会社ハブ(E03473)

半期報告書

24/34



(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

工具器具

及び備品

ソフト

ウエア
合計

取得価額

相当額

(千円)

269,1743,128272,303

減価償却

累計額

相当額

(千円)

130,8101,656132,466

減損損失

累計額

相当額

(千円)

1,865 45 1,911

中間期末

残高

相当額

(千円)

136,4981,425137,924

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

工具器具

及び備品

ソフト

ウエア
合計

取得価額

相当額

(千円)

263,2022,640265,843

減価償却

累計額

相当額

(千円)

134,3831,242135,625

中間期末

残高

相当額

(千円)

128,8191,398130,217

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額

工具器具

及び備品

ソフト

ウエア
合計

取得価額

相当額

(千円)

262,9112,491265,403

減価償却

累計額

相当額

(千円)

147,8951,343149,238

減損損失

累計額

相当額

(千円)

425 ― 425

期末残高

相当額

(千円)

114,5891,148115,738

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中間

期末残高

未経過リース料中間期末残高
相当額

　１年内 52,268千円

　１年超 91,880千円

　合計 144,149千円

リース資産減損勘定中間期末
残高

1,911千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

未経過リース料中間期末残高
相当額

　１年内 49,490千円

　１年超 84,837千円

　合計 134,328千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当
額

　１年内 46,836千円

　１年超 73,526千円

　合計 120,363千円

リース資産減損勘定期末残高

425千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 29,757千円

リース資産減損
勘定の取崩額

1,433千円

減価償却費
相当額

27,247千円

支払利息相当額 2,841千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 30,395千円

リース資産減損
勘定の取崩額

425千円

減価償却費
相当額

27,736千円

支払利息相当額 2,394千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 60,179千円

リース資産減損
勘定の取崩額

2,919千円

減価償却費
相当額

55,113千円

支払利息相当額 5,290千円
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　 前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

　１年内 31,936千円

　１年超 69,222千円

　合計 101,159千円

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

　１年内 31,936千円

　１年超 37,285千円

　合計 69,222千円

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

　１年内 31,936千円

　１年超 53,254千円

　合計 85,191千円

　

(有価証券関係)

前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

該当事項はありません。 同左 同左

　

(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

該当事項はありません

なお、金利スワップ取引を行ってお

りますが、ヘッジ会計を適用してお

りますので注記の対象から除いてお

ります。

同左 同左

　

EDINET提出書類

株式会社ハブ(E03473)

半期報告書

26/34



(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間 (自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間 (自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。

前事業年度 (自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

第１回新株予約権

決議年月日 平成15年５月29日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　70名

株式の種類及び付与数 普通株式　 800株

付与日 平成15年９月１日

権利確定条件
付与日（平成15年９月１日）から権利確定日（平成17年５月29日）まで継
続して勤務していること。

対象勤務期間 該当事項はありません。

権利行使期間 平成18年４月３日～平成25年５月29日

　

第３回新株予約権

決議年月日 平成17年５月24日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　 100株

付与日 平成17年６月１日

権利確定条件
付与日（平成17年６月１日）から権利確定日（平成19年５月24日）まで継
続して勤務していること。

対象勤務期間 該当事項はありません。

権利行使期間 平成19年５月25日～平成27年５月24日
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

第１回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 平成15年５月29日 平成17年５月24日

権利確定前 (株)

　前事業年度末 ― 88

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 ― 88

　未確定残 ― ―

権利確定後 (株)

　前事業年度末 69 ―

　権利確定 ― 88

　権利行使 ― ―

　失効 ― ―

　未行使残 69 88

　

②　単価情報

第１回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 平成15年５月29日 平成17年５月24日

権利行使価格 (円) 111,000 111,000

行使時平均株価 (円) 618,729 ―

付与日における公正な
評価単価

(円) ― ―

　

(持分法損益等)

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

関連会社がないため、該当事項はあ

りません。
同左 同左
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(１株当たり情報)

前中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成20年３月１日
至 平成20年８月31日)

前事業年度
(自 平成19年３月１日
至 平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 101,572.73円１株当たり純資産額 106,923.09円１株当たり純資産額 103,363.36円

１株当たり中間純利益 6,366.35円１株当たり中間純利益 6,059.73円１株当たり当期純利益 8,156.98円

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益

 
6,345.04円

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益

 
6,055.40円

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

  　
8,136.78円

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

中間貸借対照表の純資産の部の
合計額 (千円)

1,264,478 1,331,085 1,286,770

普通株式に係る純資産額 (千円) 1,264,478 1,331,085 1,286,770

普通株式の発行済株式数 (株) 12,449 12,449 12,449

普通株式の自己株式数 (株) ― ― ―

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数 (株)

12,449 12,449 12,449

　

２　１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

項目
前中間会計期間

(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成20年３月１日
至 平成20年８月31日)

前事業年度
(自 平成19年３月１日
至 平成20年２月29日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益 (千円) 79,254 75,437 101,546

普通株主に帰属しない金額 
(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円)

79,254 75,437 101,546

普通株式の期中平均株式数 (株) 12,449 12,449 12,449

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

中間（当期）純利益調整額
（千円）

― ― ―

普通株式増加数 (株) 41 8 30

（うち有償一般募集（株）） (　―) (　―) (　―)

（うち新株予約権（株）） (41) (　 8) (　 30)

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

―――― ―――― ――――
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(重要な後発事象)

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

  該当事項はありません。

　

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　第10期事業年度(自 平成19年３月１日　至 平成20年２月29日)に係る有価証券報告書及びその添付書類

を平成20年５月28日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年11月19日

株式会社　ハブ

　　取　締　役　会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 杉　　本　　茂　　次　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡　　田　　吉　　泰　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ハブの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第10期事業年度の中間会計期

間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ハブの平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年11月17日

株式会社　ハブ

　　取　締　役　会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 杉　　本　　茂　　次　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡　　田　　吉　　泰　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ハブの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第11期事業年度の中間会計期

間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ハブの平成20年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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